
信念や思いなどの言語化できない知

識、つまり暗黙知である。

例えば、企業における将来のワーク

スタイルとして、映像ツールを活用した

仮想チームの形成が想定される。そこ

ではイノベーションのための創発的思

考やベストプラクティスの展開など、ア

クターたちの時空間を超越した知の共

有・触発・創造に向けた活動が重要に

なってくるだろう。

映像コミュニケーション環境は今後

も高度化していく。例えばブロードバ

ンド高臨場感通信や翻訳通信、五感通

信などが実現されるだろう。そうなる

と、世界中に偏在する多種多様な情報

や知識を収集・連携させて、新たな知

や価値を創出する「創造（クリエーショ

ン）の時代」が到来する。価値創造の

なかには、豊かな暗黙知の創出や、暗

黙知の形式知化が含まれる。映像は

暗黙知の領域で人間の思考と活動を

支援できる情報ネットワークツールだ

と言える。

現在NTTが推進している「レゾナン

トコミュニケーション環境」はその代表

例である。この新しいITプラットフォ

ームの活用で重要となるのは、映像ツ

ールを中心とする情報ネットワークを

積極的に取り入れ、個人のカルチャー

と組織風土全体をダイナミックに変革

していくことだ。そして映像ツールを

活用する企業が、フェイス・ツー・フェ

イスのリアルスペースと、映像コミュニ

ケーションが支えるバーチャルスペー

スとの相互作用を通じて、ダイナミック

なビジネス活動を推進していくことだ。

伝わりにくかった。映像ツールはこの

問題を克服し、中身の充実した議論や

迅速な意思決定を支援。企業におけ

るリーダーやマネジャーの意思決定

や、「場」（リアルシーン）における知識

の創造と革新に貢献する。さらに、取

引先や顧客とのビジュアル・コミュニ

ケーションは、顧客価値創造型のビジ

ネススタイルに可能性を開く。

②の利用形態は、各種情報・知識を

オンデマンドで検索・抽出するものだ。

代表格はVOD（ビデオ・オン・デマン

ド）、いわゆる映像ストリーミングシス

テムだが、ビデオメールも蓄積系の一

種だろう。PC、TV会議システム、TV

電話、3G携帯電話を利用して、音声や

テキスト情報も含むVODシステムの映

像データベースへアクセスできるよう

になってきた。

VODは、文字情報では伝達が困難

な知識を映像情報の形態で蓄積し、

企業内外の「場」で共有可能とする。

特に研究開発、設計・製造、販売・顧

客対応、社員研修等の分野で適用効

果を発揮すると期待される。

ネットワーク戦略の支援ツール

かつての大型ホストコンピューター

やオフコンを中心とした基幹業務シス

テムは、数値データ処理のルーチンワ

ークを省力化する経営管理システムに

位置づけられていた。一方、電子メー

ルやグループウェアは、企業内外にわ

たる情報や知識の共有を促進してき

た。これに対し映像ツールは、電子メ

ールやグループウェアよりも「経営革新」

や「顧客価値創造」に貢献する傾向が

強い、戦略的なネットワーク支援ツー

ルだと筆者は考えている。

例えば図3は、各業種の映像ツール

活用事例である。利用形態はTV会議

に限定されず千差万別。教育研修や

各種相談といった人と人とのコミュニ

ケーション以外にも、商品や装置の監

視・中継など、モノと人を映像でつな

ぐ例がある。今後はさらに、モノとモ

ノを映像で媒介するユビキタスビジネ

スも考えられる。

TV電話普及のトリガーは「コミュニ

ティの形成」にあると筆者は考える。

第1は、各種情報・知識の共有を目的

とするビジネス・コミュニティの形成で

ある。例えば社内会議のほか起業家

コミュニティ、業界団体、フランチャイ

ズチェーン、NPOやボランティア団体

などの「場」がこれに相当する。第2は、

自治体コミュニティ。公共・福祉関連

の柔軟な情報を提供する「場」である。

第3は、民間企業を主体とした知識ビ

ジネス（Knowledge-based business）

の「場」。医療・福祉・教育サービスな

ど、顧客に新たな価値を提供するもの

だ。

映像ツールの役割は、これらの実践

の「場」としてのコミュニティの形成を

支援し、価値観の共有や信頼関係の

構築に寄与することにあると筆者は考

える。

企業の知識創造活動という視点から

捉えると、電子メールやグループウェ

ア、データベースは、形式知の連結化

と効率化に威力を発揮してきた。例え

ば既に文書化された知識を扱ってきた

わけだ。これに対し映像ツールは、サ

イバースペースとリアルスペースが融

合する世界にあって、社会生活や企業

活動における対話やコラボレーション

を通じて、人間の新たな発想、思考、

感覚、情緒を触発・誘発する可能性を

持つと思われる。そこで扱われるのは、
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の社内活用を促進。その一方、IP網

の信頼性や品質面を重視する企業は、

NTTビズリンク等のASPへ多地点接

続をアウトソーシングしている。

利用形態はTV会議のみに非ず

映像ツールとは、双方向コミュニケ

ーション＆コラボレーション用ITプラ

ットフォームの総称である。マルチメデ

ィアの3要素である映像・音声・テキ

ストを融合。これにより電子メールや

グループウェアを使ったテキスト（文字）

ベースのコミュニケーションや共同作

業を高度化する。これはブロードバン

ドの普及や、3G（第三世代）携帯電話

に代表されるモバイル・マルチメディア

の技術革新によって、既に現実のもの

となっている。

利用形態には、①リアルタイム型と、

③非リアルタイム型の蓄積系がある。

ネットワーク形態は、ピアー・ツー・ピ

アーを含む多地点接続を構成できる

（図2）。

①の利用形態は、同時間・異空間で

情報を交換するものだ。PC型のTV会

議システム、Web会議システム、ルー

ムシステム型のTV会議専用機、さらに

一般個人ユーザー向けの一体型TV電

話や3G携帯電話がある。これらのシ

ステムは映像・音声を双方向に伝達で

き、必要に応じてPowerPoint等のPC

文書やチャットを共有することで、テキ

スト情報も交換できる。

電子メールやグループウェアでは、

しばしば個人と個人の意思や思いが

押し下げ、これが需要を拡大し、さら

なるコスト低下と市場拡大の好循環を

招く可能性が高い（図1）。

ISDNや専用線を使ったTV会議シ

ステムでは、回線交換を前提とした符

号化圧縮が、開発サイドの主な技術テ

ーマだった。常に信頼性や安定性が

要求され、狭い伝送帯域でいかに効

率的に高品質なマルチメディアデータ

を圧縮伝送するかという持続的技術の

追求が必要だった。ユーザーにとって

は、製品が高価であることに加え、従

量制の通信コストが導入のハードルと

なっていた。

だが、IPという破壊的技術の進展に

より、より高速・高品質・低コスト（常

時接続で定額制）なシステムが台頭。

また、ハードウェアを主体とするISDN

時代の製品群に代り、多彩なソフトウ

ェアベースの製品が登場している。IP

化と、半導体の高速化・高機能化の結

果である。

映像ツールのIP化は、ユーザーの

利用目的や用途をも押し広げつつあ

る。会議室での本格TV会議だけでな

く、グループウェアやチャット型の

PCTV会議システム、一体型TV電話

も登場した。低価格なソフトベースの

多地点接続装置（MCU）も、ユーザー

持続的技術から破壊的技術へ

ブロードバンドの進展を背景に、

TV会議システム、TV電話、Web会議、

ビデオストリーミングなど、マルチメデ

ィアツールの市場が立ち上がりつつあ

る。本稿ではこれらを「映像ツール」と

呼ぶことにする。

日本のTV会議は 199 5 年以降、

ISDNの急激な普及に伴い徐々に企業

に浸透していった。ここ数年はブロー

ドバンドの普及やIP化、システムの低

価格化と共に、各種映像ツールの普及

が加速しつつある。

特徴的な点は、新規ユーザーのシス

テム導入と、ISDNユーザーによる既

存TV会議（H.320）のIP（H.323/SIP）

への移行である。将来、ブロードバン

ドやIP化が製品コストや通信コストを
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TV会議システム、Web会議、モバイルTV電話といったマルチメディアツ
ールは、ビジネス活動を含む広範な領域で、人々の新たな知識を触発・創造
するITプラットフォームになると期待される。本稿では映像ツール活用のメ
リットと将来展望を解説する。

ブロードバンドとFMCが加速する
ビジュアルコミュニケーション
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日本大学商学部 教授　児玉 充

市場拡大 

利用増 供給増 

価格低下 

Positive 
Feedback

ブロードバンド、IP化の進展に伴い 
テレビ会議、テレビ電話、Web会議などの 
市場の到来が想定される。 

図1 映像ツール市場の拡大

音声 データ 映像・音声・データ 

リアルタイム型 ●電話 ●FAX
●テレビ会議システム 
●テレビ電話 
●Web会議 

非リアルタイム型 
（蓄積系） 

●ボイスメール 
●電子会議 
●電子メール 
●グループウェア 

●ビデオ・オン・デマンド 
●ビデオメール 

：映像ツールの範囲 出所　Kodama, M.,“Customer value creation through community-based information networks” 
International Journal of  Information Management , Vol.19, No.6,1999を参考 

図2 映像ツールの位置づけ（機能面）
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像サービスを推進中だ（図4）。

将来、固定・携帯独立型の市場構造

は、統合型のFMC（Fixed Mobile

Convergence）市場へと変わるだろう。

3G・4Gの携帯電話と無線LANの高速

ハンドオーバーなど、技術開発やサー

ビス開発も進むだろう。これまでの固

定通信と携帯電話は別々の契約、別々

の端末、別々のサービスとして展開さ

れてきた。それらがひとつの端末、ひ

とつの電話番号、ひとつの契約で、固

定と携帯を使い分けできるようにな

る。単一のFMCサービスとなるわけ

だ。

映像コミュニケーションの基本は、

マルチメディア情報を効率よく流通さ

せる仕組みであるばかりではない。情

報や知識が新たな価値を生み出し、社

会・経済を活性化するための能動的な

機能でもある。マルチメディア情報と

人々の知識・ノウハウとが流通するネ

ットワーク上では、多種多様な「場」の

形成を通じて、新たな知識や価値が生

み出されるだろう。そのITプラットフ

ォームの役割が、映像ツールに期待さ

れているのだ。

監視や映像ライブ中継も実用化されて

いる。

将来性の高いアプリケーションは、

固定ブロードバンド＆ワイヤレス分野

における映像ツールとの連携だろう。

「いつでも・どこでも・誰とでも」高速

のブロードバンド環境で、リアルタイム

または蓄積系の映像コンテンツを利用

できる仕組みである。

具体例にはNTTコミュニケーション

ズやNTTレゾナントが推進している

「FOMA-PC連携」がある。欧州では

すでにアルカテル、シーメンス、ルーセ

ント、イスラエルのラドビジョン、それ

に台湾のIPTV電話メーカー・リードテ

ックらが、フランステレコムと共同。3G

携帯電話との相互接続を含め、フラン

ス国内を中心としたブロードバンド映

FMC上での映像サービス

現在、ワイヤレス技術を活用した代

表的な映像ツールは3G携帯電話であ

る。機能的にはTV電話が片方向

64kbps、映像ストリーミングで数百

kbpsの伝送速度を持つ。また、無線

LANを使った高速のIPTV電話や

IPTV会議システムも登場している。

ワイヤレスの第1の訴求点は可搬性

にあり、場所に限定されず送受信可能

な点である。2点目は仮設性であり、

有線施設に依存しないモビリティの簡

便さがある。3点目は操作性。特に

FOMAなどの携帯TV電話は、PCの

ような特別な機材のセッティングや複

雑な操作が不要である。これらの利点

を活かした、携帯TV電話による遠隔
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図4 フランスで構築されているマルチメディア・コミュニケーション環境
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図3 TV会議システム・TV電話の業種別導入事例の一部
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